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平成２９年度香取市の財務書類４表（概要版） 

１．はじめに 

  地方公共団体の会計については、以前より、現金主義・単式簿記による財政指標だけでなく、市が保有する

資産や将来返済しなければならない負債などのストック情報をはじめ、行政サービスを実施するために要した

費用などのコスト情報が「見える化」され、財政状況を総合的かつ長期的に把握し、その状況をより明確にす

るため、発生主義・複式簿記といった企業会計的手法を活用した財務書類（貸借対照表、行政コスト計算書、

純資産変動計算書及び資金収支計算書等）の開示が推進されています。 

  このような状況のなか、総務省において、平成26年４月に固定資産台帳の整備と複式簿記の導入を前提と

した財務書類の作成に関する統一的な基準が「今後の新地方公会計の推進に関する研究会報告書」において示

され、平成27年１月には、「統一的基準による地方公会計マニュアル」が公表され、統一的な基準による財

務書類等を原則として平成29年度までの３年間で全ての地方公共団体において作成し、予算編成等に積極的

に活用するよう各地方公共団体に要請されたところです。 

  また、この財務書類の整備の目的は、単に書類を作成・公表するだけでなく、市民等に対し、財政状況を適

切に情報開示することや、庁内における行財政運営に活用する仕組みを併せて検討・実施することにあるとい

われています。 

  香取市では、これまでの総務省方式改訂モデルにかわり、平成27年度決算から統一的な基準による地方公

会計マニュアルに基づく財務書類４表を作成しました。 

 

  ※連結対象団体のうち地方公営企業法の財務規定を適用しない一部事務組合及び広域連合についても統一的

な基準による財務書類を作成することが求められていますが、現時点では示されていないことから、連結財務

書類については暫定的な数値となっています。 

※各項目の金額を四捨五入しているため、合計値が表示と一致しない場合があります。 
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２．香取市の一般会計等財務書類４表 

 (1) 貸借対照表（バランスシート） 

   貸借対照表は、基準日時点における財政状態（資産・負債・純資産の残高及び内訳）を明らかにすること

を目的として作成する計算書です。 

  
● 貸借対照表は「資産の部」、「負債の部」、「純資産の部」に区分されます。 

● 資産総額は102,465百万円、負債総額は49,796百万円で、純資産総額は52,669百万円です。 

  ● 資産総額は、負債総額と純資産総額の合計額に一致します。 

  ● 資産は、「固定資産」及び「流動資産」に分類されます。 

固定資産 86,384百万円 流動資産 16,081百万円 

・有形固定資産 79,145百万円 ・現金預金 2,492百万円 

・無形固定資産 113百万円 ・未収金 172百万円 

・投資その他の資産 7,126百万円 ・短期貸付金 －百万円 

  ・基金 6,808百万円 

  ・棚卸資産 －百万円 

  ・その他 6,676百万円 

  ・徴収不能引当金 △67百万円 

  ● 負債は、「固定負債」及び「流動負債」に分類されます。 

固定負債 46,043百万円 流動負債 3,760百万円 

・地方債 37,174百万円 ・1年内償還予定

地方債 

2,904百万円 

・長期未払金 277百万円 ・未払金 46百万円 

・退職手当引当金 8,586百万円 ・未払費用 －円 

・損失補償等引当金 －百万円 ・前受金 －円 

・その他 －百万円 ・前受収益 －円 

  ・賞与等引当金 332百万円 

  ・預り金 478百万円 

  ・その他 －円 

Ｈ30.3.31現在（単位：千円）

金額 金額

[資産の部] [負債の部]

１　固定資産 86,383,571 １　固定負債 46,036,548

２　流動資産 16,081,211 ２　流動負債 3,759,539

49,796,087

[純資産の部]

１　固定資産等形成分 94,571,662

２　余剰分（不足分） △ 41,902,966

純 資 産 合 計 52,668,696

102,464,782 102,464,782

科目 科目

負 債 合 計

資 産 合 計 負 債 ・ 純 資 産 合 計
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● 純資産は、「固定資産等形成分」及び「余剰分（不足分）」に区分されます。 

固定資産等形成分 94,572百万円 余剰分（不足分） △41,903百万円 

  ● 市民一人当たりにすると、資産は約132万円、負債は約64万円となっています。 

    ※人口は、平成30年３月31日現在の77,536人を使用（以下同じ） 

 

 (2) 行政コスト計算書 

   行政コスト計算書は、会計期間中の地方公共団体の費用・収益の取引高を明らかにすることを目的として

作成する計算書です。 

   
  ● 行政コスト計算書は「経常費用」、「経常収益」、「臨時損失」及び「臨時利益」に区分されます。 

  ● 経常費用は27,882百万円、経常収益は1,332百万円、臨時損失は84百万円です。 

  ● 収支尻として計算される純行政コストは、純資産変動計算書に振り替えられ、これと連動します。 

  ● 経常費用は、「業務費用」及び「移転費用」に分類されます。 

業務費用 13,885百万円 移転費用 13,997百万円 

・人件費 4,361百万円 ・補助金等 6,307百万円 

・物件費等 7,894百万円 ・社会保障給付 4,814百万円 

・その他の業務費用 1,630百万円 ・他会計への繰出金 2,763百万円 

  ・その他 112百万円 

  ● 経常費用は移転支出的なコスト（扶助費、補助費、繰出金など）が13,997百万円と全体の約50％を占

め、次いで、物にかかるコストが7,894百万円で約28％となっています。 

  ● 市民一人当たりの純行政コストは、約34万円となっています。 

 

 

 

 

 

 

H30.3.31現在（単位：千円、％）

科目 金額 構成比

経常費用　　a 27,882,129 100.0

１　人にかかるコスト 4,361,410 15.7

２　物にかかるコスト 7,893,655 28.3

３　移転支出的なコスト 13,996,840 50.2

４　その他のコスト 1,630,223 5.8

経常収益　　ｂ 1,332,478 100.0

使用料・手数料 478,312 35.9

その他 854,166 64.1

純経常行政コスト　　(ｂ－a)　 △ 26,549,651

臨時損失　　(ｃ) 83,983

臨時利益　　(ｄ) 0

純行政コスト　（ｂ－ａ）－（ｃ)＋(ｄ）　 △ 26,633,634
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 (3) 純資産変動計算書 

   純資産変動計算書は、会計期間中の純資産の変動、すなわち政策形成上の意思決定またはその他の事象に

よる純資産及びその内部構成の変動（その他の純資産減少原因・財源及びその他の純資産増加原因の取引

高）を明らかにすることを目的として作成する計算書です。 

   
 

  ● 純資産変動計算書は、「純行政コスト」、「財源」、「固定資産の変動（内部変動）」、「資産評価差

額」、「無償所管換等」及び「その他」に区分されます。 

  ● 純行政コストは、行政コスト計算書の収支尻である同科目と連動します。 

  ● 固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の収支尻は、貸借対照表の[純資産の部]のそれぞれの同科目と

連動し、合計の収支尻は、貸借対照表の純資産合計と連動します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H30.3.31現在（単位：千円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 53,154,167 94,973,085 △ 41,818,918

　純行政コスト（△） △ 26,633,634 △ 26,633,634

　財源 26,143,035 26,143,035

税収等 19,818,559 19,818,559

国県等補助金 6,324,476 6,324,476

本年度差額 △ 490,599 △ 490,599

固定資産等の変動（内部変動） △ 406,551 406,551

有形固定資産等の増加 3,413,179 △ 3,413,179

有形固定資産等の減少 △ 2,325,478 2,325,478

貸付金・基金等の増加 2,620,700 △ 2,620,700

貸付金・基金等の減少 △ 4,114,953 4,114,953

資産評価差額 6 6

無償所管換等 5,122 5,122

その他 － － －

本年度純資産変動額 △ 485,471 △ 401,423 △ 84,048

本年度末純資産残高 52,668,696 94,571,662 △ 41,902,966

合計科目
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 (4) 資金収支計算書 

   資金収支計算書は、資金収支の状態、すなわち地方公共団体の活動に伴う資金利用状況及び資金獲得能力

を明らかにすることを目的として作成する計算書です。 

   
 

  ● 資金収支計算書は、「業務活動収支」、「投資活動収支」及び「財務活動収支」に区分されます。 

  ● 収支尻（本年度末資金残高）に本年度末歳計外現金残高を加えたもの（本年度末現金預金残高）は、貸

借対照表の資産の部の現金預金勘定と連動します。 

  ● 業務活動収支は、「業務支出」、「業務収入」、「臨時支出」及び「臨時収入」に分類されます。 

業務支出 25,531百万円 業務収入 26,268百万円 

・業務費用支出 11,646百万円 ・税収等収入 19,812百万円 

・移転費用支出 13,885百万円 ・国県等補助金収入 5,133百万円 

  ・使用料及び手数料収入 477百万円 

  ・その他収入 845百万円 

臨時支出   72百万円 臨時収入 4百万円 

・災害復旧事業費支出 72百万円   

・その他の支出 －百万円   

  ● 投資活動収支は、「投資活動支出」及び「投資活動収入」に分類されます。 

投資活動支出 6,449百万円 投資活動収入 5,307百万円 

・公共施設等整備費支出 3,464百万円 ・国県等補助金収入 1,187百万円 

・基金積立金支出 2,507百万円 ・基金取崩収入 3,963百万円 

 ・投資及び出資金支出 329百万円 ・貸付金元金回収収入 152百万円 

・貸付金支出 150百万円 ・資産売却収入 5百万円 

 ・その他の支出   －円  ・その他の収入 －円 

  ● 財務活動収支は、「財務活動支出」及び「財務活動収入」に分類されます。 

財務活動支出 3,558百万円 財務活動収入 3,772百万円 

・地方債償還支出 3,558百万円 ・地方債発行収入 3,772百万円 

・その他の支出 －円 ・その他の収入 －円 

H30.3.31現在（単位：千円）

科目 金額

１　業務活動収支額 669,257

２　投資活動収支額 △ 1,142,280

３　財務活動収支額 214,045

本年度資金収支額 △ 258,978

前年度末資金残高 2,273,051

本年度末資金残高 2,014,073

前年度末歳計外現金残高 471,298

本年度末歳計外現金残高 478,212

本年度末現金預金残高 2,492,285
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３．香取市の連結財務書類 

  連結財務書類は、一般会計等に水道や国民健康保険などの特別会計と市が加入している一部事務組合等を含

めています 

≪香取市における平成29年度の連結対象範囲≫ 

      
 

 

(1) 貸借対照表（バランスシート） 

 
 

● 貸借対照表は「資産の部」、「負債の部」、「純資産の部」に区分されます。 

● 資産総額は145,049 百万円、負債総額は75,244百万円で、純資産総額は69,805百万円です。 

  ● 資産総額は、負債総額と純資産総額の合計額に一致します。 

● 市民一人当たりにすると、資産は約187万円、負債は97万円となっています。 

  一般会計等一人当たりと比較すると、資産で約55万円、負債で約33万円それぞれ増加しています。 

 

Ｈ30.3.31現在（単位：千円）

金額 金額

[資産の部] [負債の部]

１　固定資産 123,614,115 １　固定負債 69,019,725

２　流動資産 21,435,096 ２　流動負債 6,224,395

75,244,119

[純資産の部]

１　固定資産等形成分 132,668,736

２　余剰分（不足分） △ 62,863,644

純 資 産 合 計 69,805,092

145,049,211 145,049,211

科目 科目

負 債 合 計

資 産 合 計 負 債 ・ 純 資 産 合 計
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 参 考 資 料  

１．各財務書類の性格等と得られる情報 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．香取市の作成方式等 

 

作成内容

国の示す算定方法により、全職員が年度末に自己都合退職したと想定して積算する。
（財政健全化法に基づく算定方式）

退職手当引当金

　一般会計等及び連結分の各４表

原則として、基準日の翌日から１年以内に入出金されるものを「流動資産」「流動負債」とし、
それ以外のものを「固定資産」「固定負債」とする。

　取得原価主義に基づき計上

　総務省統一的な地方公会計基準

　平成29年度（作成基準日：平成30年3月31日）

収入未済額のうち、「不納欠損額÷（滞納繰越収入額＋不納欠損額）」の過去５年の平均値を用
いて算出する。

そ の 他
留意点等

対象年度

固定･流動区分

有形固定資産

徴収不能引当金

但し、出納整理期間における出納は基準日までに終了したものとする。

取得原価が判明しているものは、原則として取得原価とし、取得原価が不明なものは、原則とし
て再調達価格とする。ただし、道路、河川及び水路の敷地のうち、取得原価が不明なものについ
ては、原則として備忘価格1円とする。

　１年基準を採用

作成方式 発生主義・複式簿記の導入及び固定資産台帳の整備を前提として、比較可能性の確保の観点から、全ての地方公共団体
を対象とした統一的な財務書類の作成基準であり、現行の予算・決算制度の現金主義会計を補完するものとして整備す
るものとされている。

財務書類名

貸借対照表
(ﾊﾞﾗﾝｽｼｰﾄ)

行政コスト
計算書

純資産変動
計算書

資金収支
計算書

当該年度の現金の流れを示すもの

　当該収支を性質に応じ、業務活動収支、投資活動収支及び
財務活動収支に区分して表示し、地方公共団体の各活動にお
ける資金状況を説明している。

・経常的経費や投資的経費の財源状況
・年間における資金変動状況

地方公共団体の経常的な活動に伴うコストと、対する使
用料・手数料等の収入を示すもの

　人件費、物件費などコストの投入状況を確認することがで
きる。経常費用から経常収益を引いた純経常コストが、地方
公共団体の提供したサービスに対する直接的に収入では賄い
きれなかったコストであり、税や国県からの補助金などで賄
われることになる。

・経常的にかかる行政サービスコストの状況
・受益者負担（収入）で賄われた状況

貸借対照表の地方公共団体の純資産（資産から負債を差
し引いた残余）が、一会計期間にどのように増減したか
を示すもの

　純経常コストを補う収入が示されている。最終的に、期末
の純資産残高がプラスであれば、純経常コストを上回ってい
るため、財政が健全的に活動されたといえる。

・純資産の変動状況
・純資産の財源状況

各書類の性格・意味 得られる情報

地方公共団体がどれほどの資産や債務を有しているかを
示すもの

　継続して活動していくなかで、毎年度行う収支をつなぐ役
割を担うために、一定時点の資産・負債・純資産といった財
政状態を一覧で示す。資産は将来世代が享受するであろう便
益、負債は将来世代が負うであろう負担、純資産は世代間負
担の衡平性の指標となり得る。

・次世代に引き継ぐ資産の状況
・将来、職員が退職する場合の負担状況
・将来世代の負担となる地方債残高の状況
・損失補償している公社や３ｾｸの債務状況の有無


